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図1-1-1 各国の実質経済成長率の推移 
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(7) 韓国経済の動向 
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図1-1-19 新興国の実質経済成長率の推移 
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(2) 実質経済成長率の推移 
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(3) 輸出入の動向 
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1 平成24年度(2012年度)の本県経済 

(1) 県民経済計算からみた平成24年度(2012年度)の本県経済 
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図2-1‐1 経済成長率の推移（青森県・全国）  
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第２章  最近の本県経済の動向 

第１節 総体的な動向 

 

資料)県統計分析課「平成24年度県民経済計算」、内閣府「平成24年度国民経済計算」 
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経済成長率(実質)を産業別増加寄与度でみると、平成24 年度(2012 年度)の実質経済成長率プラ

ス1.7％に対してプラスに寄与した産業は、建設業及び運輸業の0.7 ポイントが大勢を占め、次い

で卸・小売業の0.5ポイントなどとなっています。 

一方、マイナスに寄与した産業としては、製造業がマイナス0.4ポイントのほか、金融・保険業

がマイナス0.2ポイントなどとなっています。なお、平成18年度(2006年度)の実質経済成長率が

9.0％と大きく増加しているのは、製造業において非鉄金属の生産額の増加が大きく寄与したことに

よるものです。(図2-1-2、表2-1-2) 
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資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」

図2‐1-2 産業別生産額増加寄与度（実質）

農林水産業 製造業

建設業 電気・ガス・水道業

卸売・小売業 金融・保険業

不動産業 運輸業

情報通信業 サービス業

政府サービス生産者 対家計民間非営利サービス生産者

経済成長率（実質）

※H17年度以降、産業分類の変更があるため、図ではH18年度以降の増加寄与度を表示している。

 

 

県民所得は、震災からの復興が進んだことから、民間法人企業、公的企業及び個人企業の各所得

増加に伴い、全体の企業所得が増加したため、総額3兆2,685億円となり、平成23年度(2011年度)

に比べて1.9％増加しました。 

また、県民所得を総人口で除した１人当たり県民所得は242万2千円で前年度より6万9千円の

増加(2.9％増)となり、国民所得を100とした場合の水準は1.8ポイント増加の87.9で、比較可能

な平成13年度(2001年度)以降で過去最高となっています。これは、本県の総人口が毎年1.0％程度

の減少を続けている一方で、県民所得が増加傾向にあることによるものです。(図2-1-3、表2-1-3) 

なお、ここ数年の県民所得の動きについてみると、本県では民間の非金融法人企業の所得の増加

率が国よりも比較的大きく、リーマンショックがあった平成20 年度(2008 年度)についても落ち込

み幅が本県は国よりも小さくなっていますが、背景としては、外需依存が国全体よりも小さいとい

う本県の産業構造が影響しているものと思われます。(図2-1-4) 



 26 

2,733 2,754 

2,353 2,422 

82.1 
80.9 

79.7 79.8 
76.2 

81.0 80.1 
81.1 

84.0 84.7 
86.1 

87.9 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

Ｈ13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（国＝100）（千円）

図2-1-3 1人当たり県民所得（青森県、全国）の推移

全国 青森県 県民所得水準（右軸）

資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」、内閣府「平成24年度国民経済計算年報」
 

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

平成19 20 21 22 23 24年度

（％）

資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」、内閣府「平成24年度国民経済計算年報」

図2-1-4 企業所得の増加率の推移

企業所得（国）

企業所得（県）

うち民間法人（国）

うち民間法人（県）

うち非金融法人（国）

うち非金融法人（県）

 

 

次に、県内総生産を支出側(名目)からみると、全体の約6割を占める民間最終消費支出は、震災

からの持ち直しにより交通費、外食・宿泊費などが増加したことなどから、2 兆 6,823 億円と平成

23年度(2011年度)比で1.9％の増加となりました。政府最終消費支出では、国、各自治体などで支

出が減少したことから、1兆2,977億円で同1.3％の減少、総資本形成は、震災復旧に伴う民間企業

設備投資の反動減などから、9,646億円で同0.9％の減少となりました。(表2-1-4) 
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(2) 県内総生産(名目・実質)の実額の推移 

( 17 )

( 100

)

13 (2001 )

( 17 (2005 ) 100 16 (2004 ) 100

) 

13 (2001 )3

18 (2006 )8 21 (2009 )11

 

( 2-1-5) 

 

46,674

45,731

45,216
45,098

43,827

47,353
46,965

44,543

44,104

44,357

44,114
44,722

44,419
44,263 44,176

44,551

43,810

47,732 47,657

45,416
45,128

45,845

45,995

46,762

90

92

94

96

98

100

102

104

106

43,000

44,000

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（億円）

資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」 ※デフレーター＝名目÷実質×100

図2-1-5 県内総生産の実額の推移（青森県）
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(2) 県内総生産(名目・実質)の実額の推移 
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図2-1-6 産業別特化係数（平成24年度）

資料）県統計分析課「平成２４年度県民経済計算」、内閣府「平成２４年度国民経済計算」  
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図2-1-7 産出額と付加価値の対全国平均からみた比較優位産業

資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」、内閣府「平成24年度国民経済計算年報」

※非鉄金属は、

産出額指数 ：2.00

付加価値率指数 ：4.51

 

特化係数 

1.0

 

 29 



2 平成25年～26年(2013年～2014年)の本県経済 

(1) 概況 

25 26 (2013 2014 ) 23

(2011 )3 3

25 (2013 )

26 (2014

)

( 2-1-8)( 40 ( ) ) 

 21 (2009 )2 0.28

26 (2014 )12 2 0.85

23 ( 2-1-9)( 48 ) 

 

84.2 

104.0 

74.8 

114.8 

99.5 

70

80

90

100

110

120

21年 22年 23年 24年 25年 26年

図2-1-8 鉱工業生産指数の推移

資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※季節調整済指数

（平成22年＝100）
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-1-9 有効求人倍率（季節調整値）の推移

青森県の景気後退期

青森県

全国

H23.3
東日本大震災
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-1-9 有効求人倍率（季節調整値）の推移
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図2-1-10 大型小売店販売額（全店舗ベース）（億円） （％）

資料）東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」
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図2-1-11 乗用車新車登録・届出台数の推移

登録台数 前年比(右目盛)

資料)(一社)日本自動車販売協会連合会青森県支部データ

（台) （％)
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) 

 ( )

24 (2012 )12
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(2) 本県の景気動向 
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35.2 79.0 1  
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図2-1-12 青森県景気動向指数CI一致指数

山（H19.9） 谷（H21.4）

資料）県統計分析課「景気動向指数」

（平成22年＝100）
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資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

図2-1-13 景気現状判断ＤＩの推移（青森県）

家計関連 企業関連 雇用関連 現状判断DI

※ 「家計関連」は、卸・小売業、飲食店、宿泊業、タクシー等の運輸業、サービス業等の業種のこと。

「企業関連」は、製造業、建設業、広告・デザイン等の業種のこと。
「雇用関連」は、人材派遣、新聞社求人広告等の業種のこと。
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「企業関連」は、製造業、建設業、広告・デザイン等の業種のこと。
「雇用関連」は、人材派遣、新聞社求人広告等の業種のこと。
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（％ ポイント）
図2-1-14 企業の業況判断ＤＩの推移（青森県）

全産業

製造業

非製造業

資料）日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査」  
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3 各機関の景況判断 

＜平成25年(2013年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「金融経済月報」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H25.1
景気は、弱い動きとなって
いるが、一部に下げ止まり
の兆しもみられる。

わが国の景気は、弱めに推
移している。

－
県内経済は、緩やかな持ち
直しの動きに足踏みがみら
れる。

最近の県内経済は、生産活
動や個人消費に一服感がみ
られる。

本県経済は、生産面が弱含
んでいるほか、堅調な消費
面においても一部で弱い動
きがみられる。東日本大震
災の影響は総じて薄まりつ
つある。

H25.2
景気は、一部に弱さが残る
ものの、下げ止まってい
る。

わが国の景気は、下げ止ま
りつつある。

県内の景気は、持ち直しの
動きが一服した後、横ばい
圏内の動きとなっている。

－

最近の県内経済は、個人消
費で底堅さがみられるな
ど、全体としては緩やかな
持ち直しの動きがうかがわ
れる。

▽

H25.3
景気は、一部に弱さが残る
ものの、このところ持ち直
しの動きがみられる。

▽
県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。

－

最近の県内経済は、雇用情
勢で上向きの動きが続く
中、全体としては持ち直し
の動きに一服感がみられ
る。

本県経済は、生産面が弱含
んで推移しているほか、堅
調な消費面においても一部
で弱い動きがみられる。東
日本大震災の影響は総じて
薄まりつつある。

H25.4 ▽
わが国の景気は、下げ止
まっており、持ち直しに向
かう動きもみられている。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。この
間、企業の景況感は製造
業・非製造業ともに改善し
ている。

県内経済は足踏み状態と
なっている。なお、足元で
は、一部の企業から、消費
マインドの改善がみられて
いるとの声も聞かれてい
る。

最近の県内経済は、全体と
しては持ち直しの動きが続
く中、個人消費など一部に
一服感ががみられる。

本県経済は、消費面に弱い
動きがみられるものの、生
産面に持ち直しの動きがみ
られる。

H25.5
景気は、緩やかに持ち直し
ている。

わが国の景気は、持ち直し
つつある。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。

－ ▽
本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に弱い動きがみられる。

H25.6
景気は、着実に持ち直して
いる。

わが国の景気は、持ち直し
ている。

▽ －

最近の県内経済は、全体と
しては持ち直しの動きが続
く中、個人消費など一部に
一服感ががみられる。

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に一部持ち直しの兆しがう
かがわれる。

H25.7
景気は、着実に持ち直して
おり、自律的回復に向けた
動きもみられる。

わが国の景気は、緩やかに
回復しつつある。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。この
間、企業の景況感をみる
と、足もとやや悪化したも
のの、先行きについては小
幅に改善する見通しとなっ
ている。

県内経済は緩やかに持ち直
しつつある。なお、足元で
は、一部の企業から、消費
マインドの改善がみられて
いるとの声も聞かれてい
る。

最近の県内経済は、個人消
費など一部に一服感がみら
れるものの、全体としては
持ち直しの動きが続いてい
る。

▽

H25.8 ▽ ▽

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっているもの
の、一部に持ち直しの動き
がみられる。

－

最近の県内経済は、一部に
一服感がみられるものの、
全体としては持ち直しの動
きが続いている。

▽

H25.9
景気は、緩やかに回復しつ
つある。

わが国の景気は、緩やかに
回復している。

－ － ▽

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に持ち直しに向けた動きが
みられる。

H25.10 ▽ ▽

県内の景気は、緩やかに持
ち直している。この間、企
業の景況感は製造業・非製
造業ともに改善している。

県内経済は緩やかに持ち直
しつつある。なお、足元で
は、消費マインドの改善の
声が聞かれており、緩やか
な持ち直しの動きが続いて
いる。

最近の県内経済は、一部に
一服感がうかがわれるもの
の、全体としては持ち直し
の動きが続いている。

▽

H25.11 ▽ ▽
県内の景気は、緩やかに持
ち直している。

－
最近の県内経済は、緩やか
ながら全体に持ち直しの動
きが続いている。

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に緩やかな持ち直しの動き
がみられる。

H25.12 ▽ ▽

県内の景気は、緩やかに持
ち直している。この間、企
業の景況感は製造業を中心
に改善している。

－ ▽ ▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内
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3 各機関の景況判断 

＜平成25年(2013年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「金融経済月報」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H25.1
景気は、弱い動きとなって
いるが、一部に下げ止まり
の兆しもみられる。

わが国の景気は、弱めに推
移している。

－
県内経済は、緩やかな持ち
直しの動きに足踏みがみら
れる。

最近の県内経済は、生産活
動や個人消費に一服感がみ
られる。

本県経済は、生産面が弱含
んでいるほか、堅調な消費
面においても一部で弱い動
きがみられる。東日本大震
災の影響は総じて薄まりつ
つある。

H25.2
景気は、一部に弱さが残る
ものの、下げ止まってい
る。

わが国の景気は、下げ止ま
りつつある。

県内の景気は、持ち直しの
動きが一服した後、横ばい
圏内の動きとなっている。

－

最近の県内経済は、個人消
費で底堅さがみられるな
ど、全体としては緩やかな
持ち直しの動きがうかがわ
れる。

▽

H25.3
景気は、一部に弱さが残る
ものの、このところ持ち直
しの動きがみられる。

▽
県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。

－

最近の県内経済は、雇用情
勢で上向きの動きが続く
中、全体としては持ち直し
の動きに一服感がみられ
る。

本県経済は、生産面が弱含
んで推移しているほか、堅
調な消費面においても一部
で弱い動きがみられる。東
日本大震災の影響は総じて
薄まりつつある。

H25.4 ▽
わが国の景気は、下げ止
まっており、持ち直しに向
かう動きもみられている。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。この
間、企業の景況感は製造
業・非製造業ともに改善し
ている。

県内経済は足踏み状態と
なっている。なお、足元で
は、一部の企業から、消費
マインドの改善がみられて
いるとの声も聞かれてい
る。

最近の県内経済は、全体と
しては持ち直しの動きが続
く中、個人消費など一部に
一服感ががみられる。

本県経済は、消費面に弱い
動きがみられるものの、生
産面に持ち直しの動きがみ
られる。

H25.5
景気は、緩やかに持ち直し
ている。

わが国の景気は、持ち直し
つつある。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。

－ ▽
本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に弱い動きがみられる。

H25.6
景気は、着実に持ち直して
いる。

わが国の景気は、持ち直し
ている。

▽ －

最近の県内経済は、全体と
しては持ち直しの動きが続
く中、個人消費など一部に
一服感ががみられる。

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に一部持ち直しの兆しがう
かがわれる。

H25.7
景気は、着実に持ち直して
おり、自律的回復に向けた
動きもみられる。

わが国の景気は、緩やかに
回復しつつある。

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっている。この
間、企業の景況感をみる
と、足もとやや悪化したも
のの、先行きについては小
幅に改善する見通しとなっ
ている。

県内経済は緩やかに持ち直
しつつある。なお、足元で
は、一部の企業から、消費
マインドの改善がみられて
いるとの声も聞かれてい
る。

最近の県内経済は、個人消
費など一部に一服感がみら
れるものの、全体としては
持ち直しの動きが続いてい
る。

▽

H25.8 ▽ ▽

県内の景気は、横ばい圏内
の動きとなっているもの
の、一部に持ち直しの動き
がみられる。

－

最近の県内経済は、一部に
一服感がみられるものの、
全体としては持ち直しの動
きが続いている。

▽

H25.9
景気は、緩やかに回復しつ
つある。

わが国の景気は、緩やかに
回復している。

－ － ▽

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に持ち直しに向けた動きが
みられる。

H25.10 ▽ ▽

県内の景気は、緩やかに持
ち直している。この間、企
業の景況感は製造業・非製
造業ともに改善している。

県内経済は緩やかに持ち直
しつつある。なお、足元で
は、消費マインドの改善の
声が聞かれており、緩やか
な持ち直しの動きが続いて
いる。

最近の県内経済は、一部に
一服感がうかがわれるもの
の、全体としては持ち直し
の動きが続いている。

▽

H25.11 ▽ ▽
県内の景気は、緩やかに持
ち直している。

－
最近の県内経済は、緩やか
ながら全体に持ち直しの動
きが続いている。

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に緩やかな持ち直しの動き
がみられる。

H25.12 ▽ ▽

県内の景気は、緩やかに持
ち直している。この間、企
業の景況感は製造業を中心
に改善している。

－ ▽ ▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内
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＜平成26年(2014年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「金融経済月報」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H26.1
景気は、緩やかに回復して
いる。

わが国の景気は、緩やかな
回復を続けており、このと
ころ消費税率引き上げ前の
駆け込み需要もみられてい
る。

－

県内経済は緩やかに持ち直
しつつある。なお、足元で
は、消費者マインドの改善
の声が聞かれており、緩や
かな持ち直しの動きが続い
ている。

最近の県内経済は、緩やか
な持ち直しの動きが続いて
おり、一部で消費税率引上
げ前の駆け込み需要がみら
れる。

本県経済は、生産面は横ば
い傾向にあるほか、消費面
に緩やかな持ち直しの動き
が続いている。

H26.2 ▽ ▽
県内の景気は、緩やかに持
ち直している。

－ ▽ ▽

H26.3

景気は、緩やかに回復して
いる。また、消費税率引上
げに伴う駆け込み需要が強
まっている。

▽ ▽ －

最近の県内経済は、消費税
率引上げ前の駆け込み需要
の動きなどから、緩やかな
持ち直しの動きが続いてい
る。

▽

H26.4

景気は、緩やかな回復基調
が続いているが、消費税率
引上げに伴う駆け込み需要
の反動により、このところ
弱い動きもみられる。

わが国の景気は、消費税率
引き上げの影響による振れ
を伴いつつも、基調的には
緩やかな回復を続けてい
る。

▽

県内経済は、消費税率引き
上げに伴う駆け込み需要及
びその反動がみられるもの
の、緩やかに持ち直しつつ
ある。

最近の県内経済は、全体と
しては緩やかな持ち直しの
動きが続いている。雇用情
勢の改善傾向が継続してい
るほか、消費税率引上げ前
の駆け込み需要の動きがみ
られる。

本県経済は、生産面に一部
持ち直しの動きがみられる
ほか、消費面は緩やかな持
ち直しの動きが続いてい
る。

H26.5 ▽

わが国の景気は、消費税率
引き上げに伴う駆け込み需
要の反動がみられている
が、基調的には緩やかな回
復を続けている。

県内の景気は、消費税率引
き上げの影響による振れを
伴いつつも、基調としては
緩やかに持ち直している。

－

最近の県内経済は、全体と
しては緩やかな持ち直しの
動きが続いている。雇用情
勢の改善傾向の継続や、個
人消費関連の底堅さがみら
れる。

本県経済は、生産面に一部
持ち直しの動きがみられ
る。消費面では消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
がみられ、その反動が懸念
されるものの、緩やかな持
ち直しの動きが続いてい
る。

H26.6 ▽ ▽

県内の景気は、消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動がみられるものの、
基調としては緩やかに持ち
直している。

－

最近の県内経済は、消費税
引き上げに伴う駆け込み需
要の反動がみられるが、基
調としては緩やかな持ち直
しの動きが続いている。

本県経済は、生産面に一部
持ち直しの動きがみられ
る。消費面では消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動がみられるものの、
緩やかな持ち直しの動きが
続いている。

H26.7

景気は、緩やかな回復基調
が続いており、消費税率引
上げに伴う駆け込み需要の
反動も和らぎつつある。

▽

県内の景気は、消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動がみられるものの、
基調としては緩やかに持ち
直している。この間、企業
の景況感は改善している。

県内経済は、消費税率引き
上げに伴う駆け込み需要の
反動が和らいできており、
緩やかに持ち直しつつあ
る。

最近の県内経済は、消費税
率引上げに伴う駆け込み需
要の反動減の影響がみられ
るが、基調としては緩やか
な持ち直しの動きが続いて
いる。

▽

H26.8 ▽ ▽ － －

最近の県内経済は、消費税
率引上げ前の駆け込み需要
の反動減の影響がみられる
が、基調としては緩やかな
持ち直しの動きが続いてい
る。

本県経済は、消費税率引き
上げに伴う駆け込み需要の
反動がみられるものの、緩
やかな持ち直しの動きが続
いている。

H26.9
景気は、このところ一部に
弱さもみられるが、緩やか
な回復基調が続いている。

▽

県内の景気は、消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動がみられるものの、
基調としては緩やかに持ち
直している。

－

最近の県内経済は、消費税
率引上げに伴う駆け込み需
要の反動減の影響がみられ
るが、基調としては緩やか
な持ち直しの動きが続いて
いる。

▽

H26.10
景気は、このところ弱さが
みられるが、緩やかな回復
基調が続いている。

わが国の景気は、消費税率
引き上げに伴う駆け込み需
要の反動などの影響から生
産面を中心に弱めの動きが
みられているが、基調的に
は緩やかな回復を続けてい
る。

▽
県内経済は、一部に弱さが
みられるものの、緩やかに
持ち直しつつある。

▽ ▽

H26.11
景気は、個人消費などに弱
さがみられるが、緩やかな
回復基調が続いている。

▽

県内の景気は、消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動などの影響から弱め
の動きがみられているが、
基調としては緩やかに持ち
直している。

－ ▽

本県経済は、弱めの動きも
みられるものの、緩やかな
持ち直しの動きが続いてい
る。

H26.12 ▽

わが国の景気は、基調的に
緩やかな回復を続けてお
り、消費税率引き上げに伴
う駆け込み需要の反動など
の影響も全体として和らい
でいる。

県内の景気は、消費税率引
き上げに伴う駆け込み需要
の反動などの影響から弱め
の動きが続いているが、基
調としては緩やかに持ち直
している。

－

最近の県内経済は、消費税
率引上げに伴う駆け込み需
要の反動減の影響などか
ら、幾分弱めの動きとなっ
ているが、基調としては緩
やかな持ち直しの動きが続
いている。

▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内
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資料）経済産業省「平成24年 工業統計調査」 ※小規模事業所は「粗付加価値額」を「付加価値額」として算出
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図2-2-7 主要業種の事業所規模比較（青森県）
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図2-2-9 業種別の事業所数(構成比）
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図2-2-10 業種別の従業者数(構成比）
食料品 電子部品 繊維 業務用機械 非鉄金属 電気機械 金属製品 パルプ・紙 輸送用機械 その他
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図2-2-11 業種別の製造品出荷額等(構成比）
非鉄金属 食料品 業務用機械 鉄鋼 パルプ・紙 電子部品 飲料・飼料 輸送用機械 化学 その他
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図2-2-12 業種別の付加価値額(構成比）
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図2-2-9 業種別の事業所数(構成比）
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図2-2-10 業種別の従業者数(構成比）
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図2-2-11 業種別の製造品出荷額等(構成比）
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4) 労働生産性 
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② 鉱工業生産指数等 
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図2-2-13 労働生産性の推移（製造業計）

資料)経済産業省「平成24年 工業統計調査」
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資料）経済産業省「平成24年 工業統計調査」
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図2-2-15 鉱工業生産指数（季節調整済指数）の推移

資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※季節調整済指数、平成26年は速報値
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2) 鉱工業生産指数寄与度(原指数) 
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資料）経済産業省「鉱工業指数」 ※ 寄与度は原指数の前年同期比

図2-2-17 鉱工業生産指数寄与度の推移（全国）
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資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※ 寄与度は原指数の前年同期比、平成26年は速報値

図2-2-16 鉱工業生産指数寄与度の推移（青森県）
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2) 鉱工業生産指数寄与度(原指数) 
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資料）経済産業省「鉱工業指数」 ※ 寄与度は原指数の前年同期比

図2-2-17 鉱工業生産指数寄与度の推移（全国）
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資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※ 寄与度は原指数の前年同期比、平成26年は速報値

図2-2-16 鉱工業生産指数寄与度の推移（青森県）
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3) 大口電力使用量の動き 
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資料）東北電力(株)青森支店「電力需要実績」より作成

図2-2-18 大口電力使用量の推移
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(2) 農林水産業の動向 

 24 24 (2012 )

70 3,487 0.3

5.4 ( 2-2-19) 

25 (2013 )

76 2,835 508

104

625

772

815

 

28.8 27.2

22.1 17.9

583 8

4,668 10 ( 2-2-20)  

 

22 (2010 )

17 (2005 ) 14.5 4 4,667 16.3 8

496 5ha

( 2-2-21) 

65 22 (2010 ) 65

51.3 75 23.2 ( 2-2-22) 

 

2,713 2,710 2,552 
3,099 2,945 3,027 3,039 3,014 2,842 2,921 2,970 2,915 

175 149 
130 

112 
102 95 92 94 

86 89 98 105 
654 628 

565 

633 
627 592 604 564 

555 514 490 468 

3,542 3,487 
3,247 

3,843 
3,673 3,715 3,735 3,672 

3,483 3,524 3,557 3,487 

5.2 5.2
4.9

5.8 5.7
5.5 5.4

5.6 5.5 5.6 5.7
5.4

0

1

2

3

4

5

6

7

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年度

（％）（億円）

資料）県統計分析課「平成24年度県民経済計算」

図2-2-19  農林水産業産出額の推移

農 業 林 業 水産業 産業全体に占める割合（右目盛）
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資料）農林水産省「生産農業所得統計」
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資料）農林水産省「生産農業所得統計」
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① 農作物の動向 
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資料）農林水産省「農作物統計」

図2-2-23  水稲の収穫量・作付面積の推移
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資料）農林水産省「農林業センサス」

図2-2-22  農業就業人口（販売農家）の推移

農業就業人口（左目盛）
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資料）農林水産省「園芸作物統計」「野菜生産出荷統計」

図2-2-24  野菜の収穫量・作付面積の推移

収穫量（左目盛） 作付面積（右目盛）

※ 17年以降、統計調査対象品目が減少したため、前年と接続しない。
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資料）農林水産省「農林業センサス」

図2-2-21  農業経営体数の推移

1ha未満 1～5ha 5ha以上
農業経営体数（左目盛）

うち法人経営体数（右目盛）

（法人経営体数）
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資料)収穫量は農林水産省「園芸作物統計」

栽培面積は県りんご果樹課調べ

収穫量（左目盛） 栽培面積（右目盛）

図2-2-26  りんごの収穫量・栽培面積の推移
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図2-2-28  本県産りんごの価格推移
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図2-2-27  本県産りんごの販売金額と販売数量
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図2-2-25  花きの生産数量・作付面積の推移
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図2-2-29  畜産産出額の推移
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図2-2-31  林業産出額等の推移
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図2-2-35  漁業生産量の推移（属人）
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図2-2-36  漁業経営体数等の推移
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＜コラム 1 農林水産業の担い手対策により本県の強みの発揮を＞ 
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2 雇用情勢 

(1) 求人・求職の動向 

① 有効求人倍率の推移 
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-2-37 有効求人倍率（季節調整値）の推移

全国 青森県 東北

 

 

② 新規求人数・新規求職申込件数の推移 

19 (2007 )

21 (2009 ) 21 (2009 )4 6

50 6,373 10 12 5,696

 

 48 



2 雇用情勢 

(1) 求人・求職の動向 

① 有効求人倍率の推移 

20 (2008 ) 21 (2009 ) 21

(2009 )8 0.42 0.33

21 (2009 )2 0.28 14 (2002 )  

22 (2010 )

23 (2011 )3

26 (2014 )12 3

(1991 )11 1.2 1.21  

26 (2014 ) 12 3

(1991 )2 0.87 0.85 ( 2-2-37) 

 

0.50

1.08

全国

0.42

0.61

1.15

0.26

0.49

青森県

0.28

0.37

0.85

0.38

0.79

東北

0.33

0.45

1.21

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27年

（倍）

資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-2-37 有効求人倍率（季節調整値）の推移

全国 青森県 東北

 

 

② 新規求人数・新規求職申込件数の推移 

19 (2007 )

21 (2009 ) 21 (2009 )4 6

50 6,373 10 12 5,696

 

 48 

23 (2011 )7 9

26 (2014 )1 3

( 2-2-38) 

20 (2008 )4 6 21 (2009 )1

3

 

21 (2009 ) 4 6

9 (1997 ) 3.5 ( 2-2-39) 

 

574

863

506

846

6,349

8,522

5,696

10,126

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

400

500

600

700

800

900

1,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26年

（人）（千人）

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」 ※季節調整値、四半期平均

図2-2-38 新規求人数の推移
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」 ※季節調整値、四半期平均

図2-2-39  新規求職申込件数の推移

全国（左目盛） 青森県（右目盛）

 

 

③ 新規求人数の産業別内訳の推移 
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」 ※前年同期比

図2-2-40 新規求人数の産業別内訳（全国）
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」

図2-2-41 新規求人数の産業別内訳（青森県）
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情報通信業 運輸,郵便業
卸売・小売業 飲食店,宿泊業
医療,福祉 サービス業
その他 産業計

※前年同期比。端数処理の関係で、産業計と内訳の合計が一致しない場合がある。
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(2) 新規高等学校卒業者等の状況 
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図2-2-42-1 高等学校卒業者の進路
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資料）文部科学省「平成26年度学校基本調査（速報）」

※就職者には大学進学後の就職者数を含まない。
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図2-2-43-1 高等学校卒業者の就職率

※ 就職者には大学進学後の就職者数を含む。
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図2-2-43-2 大学卒業者の就職率
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※就職者には大学進学後の就職者を含まない。
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(2) 新規高等学校卒業者等の状況 
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図2-2-44-1 高等学校卒業者の県外就職率
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＜コラム2 グローバル競争力を高める産学官連携による人材育成＞ 
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トピックス：有効求人倍率の見方  

 

○有効求人倍率とは 

「公共職業安定所を通じた有効求人と有効求職者の割合」をいい、数式で表すと 

  

となります。 

 しかしながら、求人、求職者数ともあくまでもハローワーク(公共職業安定所)経由の件数であり、民間の求人誌

を経由した求人・求職や、縁故・クチコミ、企業が直接募集するものなどは含まれていません。 

また、企業が求人票を出す際に、仕事の内容等について責任を持って説明できる本社、地域統括本部等において

全国(地域)分の求人を一括して本社等所在地のハローワークに出すケースがあり、本社や支店のある大都市におけ

る求人数が多くなる傾向があります。 

 このことから、有効求人倍率だけでは労働市場の需給に関する全体像、あるいは地域の実情を把握することは難

しいといえます。 

 

○本県をとりまく状況 

 このような有効求人倍率の特徴を踏まえた上で、本県の状況をみてみると、 

・他都道府県に広域で展開している企業が少ないことから、求人数を引き上げるプラス効果が少ない。 

・民間の求人誌や職業紹介を行う事業所が少ないため、ハローワークを経由する求人・求職が多い。 

・以前からの「出稼ぎ」に代表されるように、本県では積極的に県外からの求人を受け入れる下地があるほか、

真面目で粘り強い性格のため、自動車関連や建設業関連をはじめとする県外企業からの引き合いも強い。(求人

票は県外のハローワークに提出されることが多く、本県の求職者を対象とした求人となるが、本県の有効求人

数にはカウントされない。)という特徴があると考えられます。 

有効求人数

有効求職者数
→ 　求職者一人に対し何人の求人があるかの指標
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(3) 就業者の産業別内訳 
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※ 数値は年平均（モデル推計値）。

労働力調査は、標本規模が小さいことから、全国結果に比べ都道府県別の結果精度が十分に確保できないことに注意を要する。
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(5) 賃金・労働時間の動向 

① 現金給与総額の推移 
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査結果」

図2-2-51 現金給与総額の推移（青森県、全国）

現金給与総額（青森県） 現金給与総額（全国） 現金給与水準（国＝１００）（右目盛）

※ 常用労働者５人以上の事業所対象。数値は年平均月額。
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査報告書」

図2-2-54 総実労働時間の推移

青森県 全国

※ 常用労働者５人以上の事業所対象  
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図2-2-54 総実労働時間の推移

青森県 全国

※ 常用労働者５人以上の事業所対象  
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3 消費の動向 

(1) 消費者物価の動向 
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① 消費者物価指数(総合指数)の推移 
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図2-2-56 消費者物価指数の推移（青森市）
総合
生鮮食品を除く総合
食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合
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② 費目別にみた消費者物価指数の推移 
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図2-2-57 消費者物価指数の増減率・寄与度の推移（青森市）
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資料）総務省「消費者物価指数」より作成  
 

総合 食料 住居
光熱・
水道

家具･家
事用品

被服及
び履物

保健
医療

交通・
通信

教育
教養・
娯楽

諸雑費

指数 103.0 102.5 98.9 120.5 90.0 104.6 98.5 105.9 99.2 95.9 108.2

前年比（%） 3.4 4.9 0.8 7.3 0.2 3.7 0.8 2.7 2.4 4.4 3.6

寄与度 3.41 1.41 0.16 0.73 0.01 0.15 0.03 0.29 0.07 0.45 0.20

指数 102.8 103.4 99.1 119.3 93.1 102.2 99.0 105.6 100.6 97.0 108.6

前年比（%） 2.7 3.8 0.0 6.2 3.8 2.2 1.0 2.6 1.9 3.7 3.7

寄与度 0.96 0.00 0.49 0.12 0.09 0.04 0.39 0.06 0.39 0.22

資料)総務省「消費者物価指数」 ※四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は総合に一致しない。

青
森
市

全
国

表2-2-2　10大費目指数の動向（対前年増減率・寄与度）　　　(平成22年=100）
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(2) 家計消費の動向 

 6

 

 

① 勤労者世帯の実収入 12の推移 
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② 勤労者世帯実収入の内訳の推移 
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図2-2-59 勤労者世帯実収入の内訳の推移
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④ 家計消費支出の動向 
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(3) 大型小売店 13販売額の動向 

① 大型小売店販売額の推移 
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図2-2-66 大型小売店販売額の推移（青森県）

スーパー販売額 百貨店販売額 売場面積あたり販売額（右軸）
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資料）東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」、経済産業省「商業動態統計」

※平成22年7月に調査対象事業所の見直しを行ったため、平成21年以前と平成22年と平成23年以降は接続しない。

(千円／㎡)

 

 

② 対前年同月増減率の動き 
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③ 商品別販売額の動向 
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図2-2-68 大型小売店商品別年間販売額の推移(青森県) 
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④ 業態の多様化と販売額の動向 
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資料：商業統計、経済センサス
※H23のドラックストアには産業分類上格付けされた事業所以外で医薬品・化粧品を25％以上扱う事業所を含む。

また、H23に新設された家電大型専門店及び無店舗販売はその他に含む。
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 (4) 乗用車新車登録・届出台数 

( )

 

 

① 乗用車新車登録・届出台数の推移 
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図2-2-70 乗用車登録（届出）台数の推移

全国 青森県
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資料) (一社)日本自動車販売協会連合会、同青森県支部
※平成16年より統計基準をシャシーベースからナンバーベースに変更
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② 車種別にみた乗用車登録・届出台数の推移 
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図2-2-71 乗用車（軽を含む）新車登録・届出台数の推移(青森県)
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資料）(一社)日本自動車販売協会連合会、同青森県支部
※平成16年より統計基準をシャシーベースからナンバーベースに変更  

 

③ 車種別対前年同月増減率の動き 
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資料）(一社)日本自動車販売協会連合会、同青森県支部

＜エコカー補助金対象期間＞

 

 

④ 低公害車の普及状況 

25 (2013 ) 25.7 22.2

15.8 19 20

 

( )

9 25 (2013 ) 2

( 2-2-3) 

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東北 全　国

1 電気 274 322 624 428 553 1,057 3,258 39,169

2 FCV（燃料電池車） 0 0 0 0 0 0 0 47

3 CNG（H21 Nox10％低減） 0 0 32 2 0 1 35 6,540

4 PHV（プラグインハイブリット） 355 385 690 287 373 602 2,692 30,176

5 クリーンディーゼル 1,661 1,931 2,986 1,266 1,541 2,949 12,334 160,390

6
ガソリン車・低燃費かつ

低排出ガス認定車(17年基準)
75,799 95,696 248,208 81,020 104,965 195,862 801,550 11,447,453

7
ディーゼル車・平成21年排ガス
規制適合NOx PM10％以上低減

3,970 5,644 12,512 3,908 3,770 11,285 41,089 373,727

8
ディーゼル車平成21年

排ガス規制適合
566 594 1,146 462 394 791 3,953 31,477

82,625 104,572 266,198 87,373 111,596 212,547 864,911 12,088,979

522,975 535,576 997,428 425,868 494,121 926,234 3,902,202 47,061,444

15.8% 19.5% 26.7% 20.5% 22.6% 22.9% 22.2% 25.7%

※ハイブリッド車は「６」「７」「８」にそれぞれ含まれている。

資料）東北運輸局

表2-2-3　低公害車普及状況(平成25年度）

区分

低公害車合計

全車両

低公害車普及率
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(5) 宿泊旅行と観光消費の動向 

27 (2015 )

 

 

  

① 延べ宿泊者数の動向 

19 (2007 )

19 (2007 ) 24 (2012 )

25 (2013 ) 7,240 355 1,720  

25 (2013 ) 224 2,420

1 4,200 2 3 6 10

12

2 1,440 130 9,300

25 (2013 ) 63.1%

 

25 (2013 ) 2,227 3 8,221

25 (2013 ) 50.4%  ( 2-2-73) 

 

図2-2-73　延べ宿泊者数の推移

151 145 158
130 136 128 131

164 159

189
224 222 226 224 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H19 20 21 22 23 24 25年

青森県

観光目的（青森県）

ビジネス目的（青森県）

（万人）

304

347 354

315

358
354 355

17,220 17,150 16,529 
18,408 17,040 18,061 19,260 

13,701 13,811 13,595 

16,435 
16,828 

17,911 
18,932 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

H19 20 21 22 23 24 25年

全 国

観光目的（全国）

ビジネス目的（全国）

（万人）

30,938 30,970
30,130

34,882
33,934

35,995

38,221

資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※従業者数10人以上の施設、合計値は宿泊目的不詳を含む
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図2-2-74 都道府県別延べ宿泊者数

資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※ 全宿泊施設対象

（万人)
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図2-2-75 都道府県別・タイプ別利用客室数
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会社・団体の宿泊所

資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※ 全宿泊施設対象

（百室)

・本県の利用客室数の69.0％はビジネスホテルだが、

旅館の割合（20.3％）も比較的高い

・東京都は全国の利用客室総数のうち13.1％を占め、

上位5都道府県では全国の33.7％を占める

・群馬県、和歌山県は旅館の割合が高い
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② 外国人宿泊者数の動向 
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図2-2-76 国籍別外国人延宿泊者数の推移(青森県)
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資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※「その他」には国籍不詳も含む

(人)

27,600

39,390
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③ 延べ宿泊者数の月別推移 
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図2-2-77 青森県 延べ宿泊者数の月別推移（平成21年1月～26年6月）

観光目的 ビジネス目的

資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」※全期間、従業員数10人以上の施設を対象にした集計結果

（人）

ビジネス目的
近似直線

観光目的
近似直線

 

 

④ 地域別観光客数 
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( 2-2-78 2-2-79) 
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図2-2-78   県内宿泊施設入込客数の推移

（青森市、弘前市）
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資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※青森市についてH22は56施設、H23・24・25・26は55施設

（人）

青森市 弘前市
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図2-2-79  県内宿泊施設入込客数の推移

（八戸市、むつ市）
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資料）県観光企画課 「月例観光統計」

（人）

八戸市 むつ市
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 ⑤ 観光消費額 

25 (2013 ) 1,478

32.1% 474 25.3% 374

15.7% 232 ( 2-2-80) 

買物・土産品費, 

25.3%

宿泊費, 32.1%

域内交通費, 15.7%

その他, 26.9%

図2-2-80 観光消費額（平成25年・推計）

平成25年
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1,478億円

資料)県観光企画課「平成25年青森県観光入込客統計調査」

「その他」の内訳：飲
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料金その他をまとめた
もの
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図2－2－81 各年代層の費目別観光消費額単価（平成24～25年まで）
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4 建設投資・民間設備投資の動向 

(1) 建設投資の動向 

① 建設投資額の推移 

13 (2001 ) 18

(2006 ) 19 (2007 ) 7,573 19.5

20 (2008 ) 3 23 (2011 )

25 (2013 ) 6,241 4.3  

25 (2013 )

3.5 14.4 50 2,455

( 2-2-82) 

 

 

② 平成25年度(2013年度)の建設投資 
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図2-2-82 建設投資額の推移（出来高ベース）

全 国

青森県

全国（兆円） 青森県（億円）

資料）国土交通省「建設総合統計年度報」
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図2-2-83 発注主体別の建設投資額の推移(青森県) 

 

資料)国土交通省「建設総合統計年度報」 

 

（単位：百万円）

青森県 全　　国
構成比(%) 前年度比(%) 構成比(%) 前年度比(%)

総　　計 624,095 ▲ 4.3 50,245,496 14.4

民間 274,940 44.1 ▲ 3.7 28,944,578 57.6 10.9

建築 190,706 30.6 ▲ 2.3 24,098,744 48.0 11.7
   居住用 117,625 18.8 25.4 16,151,553 32.1 11.8
　　鉱業､建設業､製造業用 12,635 2.0 13.3 1,239,170 2.5 ▲ 0.1
　　商業､ｻｰﾋﾞｽ業用 56,863 9.1 ▲ 30.1 6,309,258 12.6 15.4
　　その他 3,583 0.6 ▲ 59.6 398,763 0.8 ▲ 1.0

土木 84,234 13.5 ▲ 6.7 4,845,835 9.6 7.1

公共 349,155 55.9 ▲ 4.8 21,300,918 42.4 19.6
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資料）日本政策投資銀行「設備投資計画調査」

図2-2-86 企業設備投資実績増減率（青森県）

製造業 非製造業（除く電力） 全産業（除く電力）

※ 平成26年度は計画額
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資料）一般社団法人日本自動車販売協会連合会青森県支部「自動車登録状況新車月報」

図2-2-87 貨物車登録台数の推移
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図2-2-87 貨物車登録台数の推移
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(3) 住宅着工の動向 

 

 

① 新設住宅着工戸数の推移 
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図2-2-88 新設住宅着工戸数の推移

首都圏 青森県

資料）国土交通省「建築着工統計調査」 ※首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

(首都圏、千戸) （青森県、戸）
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② 新設住宅着工戸数利用関係別推移 
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図2-2-89 利用関係別住宅着工戸数の推移 
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5 企業倒産の動向 

(1) 企業倒産件数及び負債総額の推移 
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資料) (株)東京商工リサーチ「青森県企業倒産状況」

図2-2-90 県内企業倒産件数及び負債総額の推移

倒産件数 負債総額（右軸）

（百万円）

 

 

(2) 業種別倒産件数の推移 
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(3) 原因別倒産件数の推移 
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設備投資過大 その他 不況型倒産の割合
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(4) 形態別倒産状況 
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図2-2-93 形態別倒産状況
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(5) 中小企業再生支援の状況 
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資料) 青森県中小企業再生支援協議会

図2-2-95 再生計画策定支援完了件数の推移
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6 金融の動向 

(1) 金融機関貸出金残高の推移 
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※１ 預金、貸出とも県内に所在する国内銀行、信用金庫、信用組合の合計（県内店舗ベース）

※２ 実質預金は総預金から切手手形を除く(信託勘定を含まず）

※３ 貸出は金融機関貸付金を含まず

資料）日本銀行青森支店「管内金融機関預貸金」
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1 青森県の人口の推移 
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資料）総務省「推計人口」

図2-3-2 全国の人口の増減率と老年人口比率
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2 青森県の人口動態 
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図2-3-5  青森県における人口増減数の推移
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図2-3-6 出生数と死亡数の推移（青森県）
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図2-3-8  年齢別県外転出入の状況(平成26年）
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資料)県統計分析課「推計人口」

図2-3-12　市町村別の人口動向

最近10年間（平成16～26年）の人口増減率 平成26年における老年人口（65歳以上)の割合
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＜コラム3 統計ランキングで見えてくる青森県の姿＞ 
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